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無線設備規則の一部を改正する省令案について 

（平成２８年３月２３日 諮問第７号） 

 

［400MHz帯災害対策用可搬型無線システムの高度化等に係る制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （渡邊課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部基幹通信課 

                         （臼井課長補佐、中山主査） 

                         電話：０３－５２５３－５８８６ 
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無線設備規則の一部を改正する省令案について 

（400MHz 帯災害対策用可搬型無線システムの高度化等に係る 

技術基準導入のための制度整備） 

 

 

１ 諮問の概要 

400MHz帯災害対策用可搬型無線システムは、災害時等に設置される特設公衆電話と

して有効活用されている。 

 東日本大震災以降も甚大な災害が頻発しており、迅速かつ正確な情報収集の重要性

が増している中、現行の 400MHz帯災害対策用可搬型無線システムはアナログ方式で

あり、利用形態が電話のみに限られており、避難所におけるデータ通信や災害現場か

らの画像伝送を行うことができないため、災害時における通信手段の高度化に向けた

取組が必要となっている。 

 このようなニーズを踏まえ、当該システムのデジタル化を実現し、データ通信に対

応するとともに、狭帯域化による公共業務用システムの新規導入を行うため、関係省

令の一部改正を行うものである。 

 

２ 改正の概要 

電気通信業務用システムの高度化及び公共業務用システムの新規導入に必要な技

術基準を定めること。 

（第 49条の 32、第 57条の３の２、別表第１号及び別表第２号関係） 

 

 

３ 今後の予定 

答申を受けた場合は、速やかに関係省令を改正予定。 

 

 

 

諮問第７号説明資料 



 

○ 電気通信業務用システムの高度化に係る必要な技術基準を定める。 
（第49条の32第１項、第57条の３の２、別表第１号及び別表第２号関係） 

○ 公共業務用システムの新規導入に係る必要な技術基準を定める。 
（第49条の32第２項、第57条の３の２、別表第１号及び別表第２号関係） 

 

○ 400MHz帯災害対策用可搬型無線システムは、災害時等に設置される特設公衆電話として有効活用
されている。 

○ 東日本大震災以降も、地震をはじめ台風や大雨など甚大な災害が発生しており、迅速かつ正確な情
報収集の重要性が増している。 

○ 現行の400MHz帯災害対策用可搬型無線システムはアナログ方式であり、利用形態が電話のみに限
られている。 

○ デジタル化により、避難所におけるデータ通信や災害現場からの画像伝送に対応するなど、災害時に
おける通信手段の高度化に向けた取組が必要となっている。 

諮問の背景と概要 

改正の概要 
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無線設備規則の一部を改正する省令案について 
－400MHz帯災害対策用可搬型無線システムの高度化等に係る技術基準導入のための制度整備－ 

諮問第７号 



 

○ 電気通信業務用システム 
  従来の特設公衆電話による音声通話に加え、メールやSNS等のデータ通信が可能。 

 
○ 公共業務用システム 
  災害現場からの動画・静止画の伝送や孤立化集落、避難所とのメールやSNS等のデータ通信が可能。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

制度整備後の新たな利用形態のイメージ 
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庁舎等
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特設公衆電話

データ通信

電気通信業務
電気通信業務用システム

の利用イメージ 

無線設備規則の一部を改正する省令案について 
－400MHz帯災害対策用可搬型無線システムの高度化等に係る技術基準導入のための制度整備－ 
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基幹放送普及計画の一部を変更する告示案等について 

（平成２８年３月２３日 諮問第８号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （渡邊課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局衛星・地域放送課 

                         （長谷川課長補佐、松田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７９９ 

                   総務省情報流通行政局放送技術課 

                         （五十嵐課長補佐、幸坂係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７８５ 

 
 



諮問第８号説明資料 

 

基幹放送普及計画の一部を変更する告示案等について 
 

１ 経緯等  

総務省が開催する４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合（座長：

伊東 晋東京理科大学理工学部教授）において、2015年７月に第二次中間報告を公

表し、４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップ（2015）を策定したところである。本

ロードマップでは、衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送（以下「４Ｋ・

８Ｋ放送」という。）の実用放送（以下「ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送」という。）につい

て、2018年の放送開始を目標としている。 

本件は、これを踏まえ、ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の実施等のため、基幹放送普及計

画（昭和 63年郵政省告示第 660号）及び基幹放送用周波数使用計画（昭和 63年郵

政省告示第 661号）の変更を行うものである。 

 

２ 改正の概要  

１ 基幹放送普及計画の変更 

（１）ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の伝送路に関する考え方に係る規定の追加 

   衛星基幹放送について、高精細度テレビジョン放送及び標準テレビジョン放送

については右旋円偏波、４Ｋ・８Ｋ放送については左旋円偏波を使用することを

基本とする旨を規定。 

 

（２）ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の放送番組数の目標に係る規定の追加 

   ＮＨＫ及び民間基幹放送事業者によるＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送について、放送番

組の数の目標等を以下のとおり規定。 

 

  ① ＮＨＫ 

基幹放送の区分 放送対象地域 

放送系により放送をす

ることのできる放送番

組の数の目標 

超高精細度テレ

ビジョン放送 
総合放送 全国 ２ 

 

なお、ＮＨＫのＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送については、 

・ ＢＳ右旋円偏波の 1/3トランスポンダの範囲内において行う総合放送 

・ ＢＳ左旋円偏波の１トランスポンダの範囲内において行う総合放送 

を各１系統ずつ行うことを規定。 
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  ② 民間基幹放送事業者 

基幹放送の区分 放送対象地域 

放送系により放送

をすることのでき

る放送番組の数の

目標 

超高精細度テレビジョン放送 全国 18程度 

   

なお、上記の放送番組の数の目標については、 

・ ＢＳについては１トランスポンダを３分割、110 度ＣＳについては１トラ

ンスポンダを２分割して使用する場合の放送番組の数であること 

・ ＢＳ右旋円偏波で２トランスポンダを使用する場合には、放送番組の数の

目標を 21程度とすること 

・ ＢＳ右旋円偏波による放送番組の数は、２程度とすること。ただし、ＢＳ

右旋円偏波で２トランスポンダを使用する場合には、ＢＳ右旋円偏波による

放送番組の数は、このうち５程度とすること 

等を規定。 

 

（３）ＮＨＫのＢＳによる４Ｋ・８Ｋ放送に係る取組に関する規定の追加 

   ＮＨＫのＢＳによる４Ｋ・８Ｋ放送について、左旋円偏波による放送に係る受

信環境の整備に配慮すること等を規定。 

 

（４）ＮＨＫのＢＳの放送番組の数の見直しに係る規定の追加 

左旋円偏波による放送の受信環境が一定程度整備され、左旋円偏波によるＢＳ

による４Ｋ・８Ｋ放送が普及した段階で、ＮＨＫのＢＳの放送番組の数を見直す

旨を規定。 

（５）その他 

１１０度ＣＳによる４Ｋ・８Ｋ放送について、将来の実用化に資するため、周

波数事情等を勘案の上、試験放送を実施できるようにする旨等を規定。 

 

２ 基幹放送用周波数使用計画の変更 

  ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の実施に向け、基幹放送局に使用させることのできる周波

数として以下の周波数を追加。 

  

○ ＢＳ左旋円偏波 

チャンネル番号 中央の周波数（GHz） 

８ 11.86174 

12 11.93846 

14 11.97682 
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 ○ 110度ＣＳ左旋円偏波 

チャンネル番号 中央の周波数（GHz） 

ＮＤ９ 12.43100 

ＮＤ11 12.47100 

ＮＤ19 12.63100 

ＮＤ21 12.67100 

ＮＤ23 12.71100 

 

また、今回追加する上記の周波数について、当該周波数に係る中間周波数により

有害な混信等が発生したときは、特別の措置を講ずることができる旨を規定。 
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基幹放送普及計画の一部を変更する告示案等について 
（基幹放送普及計画関係） 

諮問第８号説明資料 
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２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０２０年 ２０２５年頃 

４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップ～第二次中間報告（2015年7月） 
 

４Ｋ・８Ｋの普及に向けた基本的な考え方 ～２Ｋ・４Ｋ・８Ｋの関係 

  新たに高精細・高機能な放送サービスを求めない者に対しては、そうした機器の買い換えなどの負担を強いることは避ける必要がある 

  高精細・高機能な放送サービスを無理なく段階的に導入することとし、その後、２Ｋ・４Ｋ・８Ｋが視聴者のニーズに応じて併存することを前提し、無理
のない形で円滑な普及を図ることが適切 

地デジ等 継 続 

２Ｋ 

現行の２Ｋ放送 

１２４/１２８
度ＣＳ 

４Ｋ 
実用放送 

４Ｋ試験放送 
４Ｋ 

実用放送 

４Ｋ 
実用放送 

４Ｋ試験放送 

4K VOD実用 
サービス 

８Ｋに向けた実験的取組 

８Ｋに向けた実験的取組 

衛 

星 

ケーブル 
テレビ 

ＩＰＴＶ等 

４Ｋ試験放送 

4K VOD 
トライアル 

４Ｋ・８Ｋ 
試験放送 

４Ｋ 
試験放送 

ＢＳ 
（右旋） 

ＢＳ 
（左旋） 

１１０度ＣＳ 
（左旋） 

（ＢＳ17ch） 

トラポンの 
追加割当 

４Ｋ 
実用放送 

４Ｋ・８Ｋ 
実用放送 

トラポンの 
追加割当 

４Ｋ 
実用放送 

＜目指す姿＞ 

・2020年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会の

数多くの中継が４Ｋ・８Ｋで

放送されている。 

・全国各地におけるパブリッ

クビューイングにより、

2020年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会の

感動が会場のみでなく全

国で共有されている。 

・４Ｋ・８Ｋ放送が普及し、多

くの視聴者が市販のテレ

ビで４Ｋ・８Ｋ番組を楽しん

でいる。 

（ＢＳ17chを含め、 

２トラポンを目指す） ＜イメージ＞ 

・４Ｋ及び８Ｋ実用放送
のための伝送路として
位置付けられたＢＳ左
旋及び110度ＣＳ左旋に
おいて多様な実用放送
実現・右旋の受信環境
と同程度に左旋の受信
環境の整備が進捗 

（注１）ケーブルテレビ事業者がIP方式で行う放送は「ケーブルテレビ」に分類することとする。 
（注２）「ケーブルテレビ」以外の有線一般放送は「IPTV等」に分類することとする。 
（注３）ＢＳ右旋での４Ｋ実用放送については、４Ｋ及び８Ｋ試験放送に使用する１トランスポンダ（ＢＳ１７ｃｈ）を含め2018年時点に割当て可能なトランスポンダにより実施する。この際、周波数使用状況、技術進展、参入希望等を

踏まえ、使用可能なトランスポンダ数を超えるトランスポンダ数が必要となる場合には、ＢＳ１７ｃｈを含め２トランスポンダを目指して拡張し、ＢＳ右旋の帯域再編により４Ｋ実用放送の割当てに必要なトランスポンダを確保す
る。 

（注４）ＢＳ左旋及び110度ＣＳ左旋については、そのＩＦによる既存無線局との干渉についての検証状況、技術進展、参入希望等を踏まえ、2018年又は2020年のそれぞれの時点において割当て可能なトランスポンダにより、４Ｋ及
び８Ｋ実用放送を実施する。 

（注５）2020年頃のBS左旋における４Ｋ及び８Ｋ実用放送拡充のうち８Ｋ実用放送拡充については、受信機の普及、技術進展、参入希望等を踏まえ、検討する。 
 

４Ｋ・８Ｋ 

今回の制度整備 
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２０１６年 
初頭 

春 

夏 

秋 

冬 

２０１７年 
初頭 

 

２０１８年 
 

ハードの免許 

ソフトの認定 

ハードの制度整備 

ソフトの制度整備 

ソフトの公募・申請 

ハード（衛星基幹放送局） ソフト（認定基幹放送事業者） 

ハードの公募・申請 

衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の実用放送開始 

※ 現時点での想定スケジュールであり、状況に応じて今後変更となる可能性がある。 

衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の実用放送に関するスケジュール 

※110度ＣＳによる超高精細度テレビジョン放送の試験放送は2017年、超高精細度テレビジョン放送の実用放送は2018年
に開始予定 

今回の制度整備 
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ＢＳ／ＣＳ放送用周波数 

左旋対応衛星 

左旋対応受信機 

運用開始年 
ＣＳ１１０度：２０１７年 
ＢＳ     ：２０１８年 

右旋円偏波 
（12GHz） 

左旋円偏波 
（12GHz） 

新たな伝送路 

現行の伝送路 

左旋円偏波を使用することに

よって周波数を有効利用し、

大幅なチャンネル増を実現 

トランスポンダの配列図 

右旋 

左旋 
ＢＳ左旋円偏波 ＣＳ左旋円偏波 

ＢＳ右旋円偏波 ＣＳ右旋円偏波 

1 ３ ５ ７ ９ 11 13 15 17 19 21 23 ２ ４ ６ ８ 10 12 14 16 18 20 22 24 

２ ４ ６ ８ 10 12 14 16 18 20 22 1 ３ ５ ７ ９ 11 13 15 17 19 21 23 

ND 

ND 

11.7GHz 
12.291GHz 

12.75GHz 
12.731GHz 

12.711GHz 

11.727GHz 

11.747GHz 12.130GHz 

12.149GHz 

26 
ND 

12.228GHz 

12.231GHz 

25 
ND 
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衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の実用放送に関する基幹放送普及計画の改正案の概要① 

○ ＮＨＫ 

○ 民間基幹放送事業者 

４Ｋ・８Ｋ放送の伝送路に関する考え方 

４Ｋ・８Ｋ放送の伝送路は、以下の周波数を使用することを基本とする。 

高精細度テレビジョン（ＨＤ）放送又は標準テレビジョン（ＳＤ）放送 右旋円偏波         

超高精細度テレビジョン（４Ｋ・８Ｋ）放送 左旋円偏波 

４Ｋ・８Ｋ放送のチャンネル数の目標 

※ 右旋円偏波（ＢＳ）で行う４Ｋ実用放送は、現行の視聴環境を踏まえ、立ち上がり期に４Ｋ・８Ｋ放送の普及促進を図るための措置。 

基幹放送の区分 放送対象地域 放送系により放送を
することのできる放送
番組の数の目標 

超高精細度テレビ
ジョン放送 

総合放送 全国 ２ 

基幹放送の区分 放送対象地域 放送系により放送を
することのできる放送
番組の数の目標 

超高精細度テレビジョン放送 全国 １８程度※ 

・ＢＳ右旋円偏波 

 ４Ｋ放送 １チャンネル 

・ＢＳ左旋円偏波 

 ８Ｋ放送 １チャンネル 
  （４Ｋ放送 ２～３チャンネル） 

・ＢＳ右旋円偏波 
 ４Ｋ放送 ２チャンネル 
  （帯域再編がなされる場合には、５チャンネル） 
・ＢＳ左旋円偏波 
 ４Ｋ放送 ６チャンネル 
・１１０度ＣＳ左旋円偏波 
 ４Ｋ放送 １０チャンネル 

（参考）伝送路ごとのチャンネル数 

※ 帯域再編がなされる場合には、２１程度。 
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ＮＨＫのチャンネル数の見直し 

○ 左旋円偏波の受信環境が一定程度整備され、左旋の４Ｋ・８Ｋ放送が普及した段階で、ＮＨＫのＢＳの放送番組の数を検討
する。 

※ 現在、ＮＨＫは、ＢＳ右旋で、ＨＤ放送を２チャンネル（ＢＳ１、ＢＳプレミアム）を放送しており、４Ｋ・８Ｋ実用放送開始後は、当面、ＢＳで４チャンネルを放送。 

ＮＨＫのＢＳによる４Ｋ・８Ｋ放送の取組 

○ 左旋円偏波の電波の周波数を使用する放送に係る受信環境の整備に配慮すること。  

〔以下、現在のＨＤ放送と共通。〕 

○ 首都直下型地震等により地上基幹放送の全国に向けた放送の実施に重大な障害が生じた場合においても全国に向けた情
報の提供が確保されるよう、衛星基幹放送による放送の特性を生かすものとする。 

○ 多様化・高度化する公衆の需要を踏まえデジタル技術の新しい利用方法の開発又は普及に取り組むものとする。 

その他 

○ １１０度ＣＳによる超高精細度テレビジョン放送の試験放送の実施の明記等 

衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の実用放送に関する基幹放送普及計画の改正案の概要② 
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【参考】ＢＳ右旋における帯域再編のイメージ 
 

 
 
 
 

（既存の２Ｋ番組をトランスポンダを組み替えて集約） 
 
 
 

 
４Ｋ・８Ｋ実用放送に使用 

自主的な削減により空いたスロットを 
１トランスポンダに集約 

自
主
的
に
削
減 

・・・・・・ 

既存の２Ｋ番組 既存の２Ｋ番組 既存の２Ｋ番組 既存の２Ｋ番組 

１トランスポンダ 

自
主
的
に
削
減 

自
主
的
に
削
減 

自
主
的
に
削
減 

1
0



解像度 画面サイズ（例） 実用化状況 

２Ｋ 

４Ｋ 

８Ｋ 

  約２００万画素 
  1,920×1,080 
  ＝ 2,073,600 

 
  約８００万画素 
  3,840×2,160 
  ＝ 8,294,400  

 
約３，３００万画素 
  7,680×4,320 
  ＝33,177,600 

３２インチ等 

５０インチ等 
実用放送（CS放送、
ケーブルテレビ等） 
・映画・VOD 
（デジタル制作・配信） 

試験放送 
（2016年開始予定） 

テレビ 
（ＨＤＴＶ：地デジ等） 

 ２Ｋの４倍 

 ２Ｋの１６倍 

 約2,000 = 2K 

 約4,000 = 4K 

 約8,000 = 8K   

  

  

８５インチ等 

 ● 地上放送のデジタル移行が完了（2012年3月末）し、放送が完全デジタル化。ハイビジョンの放送インフラが整備。 

 ● 現行ハイビジョンを超える画質の映像の規格が標準化（2006年、ＩＴＵ（国際電気通信連合））。 

    規格は、「４Ｋ」「８Ｋ」（Ｋは1000の意。）の二種類（現行ハイビジョンは「２Ｋ」）。 

 ● ４Ｋは現行ハイビジョンの４倍、８Ｋは同じく１６倍の画素数。高精細で立体感、臨場感ある映像が実現。 

【参考】４Ｋ・８Ｋについて 
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（平成28年3月1日現在） 

1ch (11.72748GHz) 3ch (11.76584GHz) 13ch (11.95764GHz) 15ch (11.99600GHz) 

 
 

BS朝日 
 
 

総合編成 

 

 
 

BS-TBS 
 
 

総合編成 

 
 

WOWOW 
プライム 

 
総合娯楽 

 
 

BS Japan 
 
 

総合編成 

 
 

BS日テレ 
 
 

総合編成 

 
 

BSフジ 
 
 

総合編成 

 
 

NHK 
BS1 

 
        
 

 
 

NHK 
BSプレミアム 

(24) (24) (24) (24) (24) (24) （23） （21.5） 

5ch (11.80420GHz) 7ch (11.84256GHz) 9ch (11.88092GHz) 11ch (11.91928GHz) 
 
 

BS11 
 
 

総合編成 

 
 

スターチャン
ネル １ 

 

映画 

 
 

ＴｗｅｌｌＶ 

 
 

総合編成 

WOWOW 
ライブ 

 
 

総合娯楽 

WOWOW 
シネマ 

 
 

総合娯楽 

スター
チャンネ
ル ２ 

 
映画 

スター
チャンネ
ル ３ 

 
映画 

ＢＳアニマッ
クス 

 
 

アニメ 

ディズ
ニー・
チャン
ネル 

 
総合 
娯楽 

【ＳＤ】  

放送大学 
 
 
 

大学教育放送 

FOXスポーツ
＆エンターテ

イメント 

 
総合娯楽 

BS 
スカパー！ 

 
 

総合娯楽 

(24) (24) (13) (13) (16) (6) (18) (15) (15) (16) (16) (16) 

17ch (12.03436GHz) 19ch (12.07272GHz) 21ch (12.11108GHz) 23ch (12.14944GHz) 
 

 
 

 

４Ｋ・８Ｋ試験放送 

 
ｸﾞﾘｰﾝﾁｬﾝﾈﾙ 

 
農林水産情報・ 

中央競馬 

 
イマジカ 
BS・映画 

 

映画 

 

 

ＢＳ釣りﾋﾞｼﾞｮﾝ 

 

 

娯楽・趣味 

 

 

BS日本映画 

専門チャンネル 

 
映画 

 

 

Ｄｌｉｆｅ 
 

 

総合編成 

J SPORTS 
 1 
 

スポーツ 

J SPORTS  
2 
 

スポーツ 

J SPORTS 
4 

 
スポーツ 

J SPORTS 
3 

 
スポーツ 

(48) (16) (16) (16) (16) (16) (16) (16) (16) (16) 

(スロット数) 

(スロット数) 

(スロット数) 

【参考】BS放送のテレビ番組のチャンネル配列図 
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（平成28年3月1日現在） 

【参考】110度CS放送のテレビ番組のチャンネル配列図 
 

ND2 (12.291GHz) ND4 (12.331GHz) ND6 (12.371GHz) ND8(12.411GHz) 
シーエス・ワンテン シー・ティ・ビー・エス 

スカパー・エンター 
テイメント 

シーエス 

映画放送 

インタラク

ティーヴィ 

囲
碁
・将
棋
チ
ャ
ン
ネ
ル  

ス
カ
イ
・Ａ 

ｓ
ｐ
ｏ
ｒ
ｔ
ｓ
＋ 

サテライト・サービス インターローカ 
ルメディア シーエス・ワンテン ＳＣサテライト放送 

シーエス・ 
ワンテン 

デ
ィ
ズ
ニ
ー
ジ
ュ
ニ
ア 

東
映
チ
ャ
ン
ネ
ル  

衛
星
劇
場  

 
 

テ
レ
朝
チ
ャ
ン
ネ
ル
２ 

 
 

 
 

ニ
ュ
ー
ス
・
情
報
・
ス
ポ
ー
ツ 

 
 

テ
レ
朝
チ
ャ
ン
ネ
ル
１ 

 

ド
ラ
マ
・
バ
ラ
エ
テ
ィ
・
ア
ニ
メ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

Ｔ
Ｂ
Ｓ
チ
ャ
ン
ネ
ル
１  

 

ス
カ
パ
ー
！
プ
ロ
モ
１
０
０ 

ザ
・
シ
ネ
マ 

 

チ
ャ
ン
ネ
ル
Ｎ
Ｅ
Ｃ
Ｏ 

  

ヒ
ス
ト
リ
ー
チ
ャ
ン
ネ
ル 

 

デ
ィ
ス
カ
バ
リ
ー
チ
ャ
ン
ネ
ル 

ア
ニ
マ
ル
プ
ラ
ネ
ッ
ト 

ホ
ー
ム
ド
ラ
マ
チ
ャ
ン
ネ
ル 

歌
謡
ポ
ッ
プ
ス
チ
ャ
ン
ネ
ル 

 

Ｃ
Ｎ
Ｎ
ｊ 

 

Ｍ
Ｔ
Ｖ 

Ｈ
Ｄ  

シ
ョ
ッ
プ
チ
ャ
ン
ネ
ル 

日
テ
レ
Ｎ
Ｅ
Ｗ
Ｓ
２
４ 

ミ
ュ
ー
ジ
ッ
ク
・
エ
ア 

【HD】 【HD】 【HD】 
［無料］ 【HD】 

【HD】 【HD】 

（16） （16） （16） (12) (6) （4.8） （6） (3.2) (16） （7） （7） （6） （6） （6） （16） (16) （8） （6） （6） （6） （6） 

ND10 (12.451GHz) ND12 (12.491GHz) ND14 (12.531GHz) ND16 (12.571GHz) 
スカパー・エンターテイメント 

キ
ッ
ズ
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
Ｈ
Ｄ 

Ｇ
Ａ
Ｏ
Ｒ
Ａ   

Ｍ
Ｕ
Ｓ
Ｉ
Ｃ 

Ｏ
Ｎ
！ 

Ｔ
Ｖ 

 
 

 
 

 
 

（
エ
ム
オ
ン
！
）
Ｈ
Ｄ  

時
代
劇
専
門
チ
ャ
ン
ネ
ル
Ｈ
Ｄ  

    

Ｓ
ｕ
ｐ
ｅ
ｒ
！ 

ｄ
ｒ
ａ
ｍ
ａ 
Ｔ
Ｖ 

Ｈ
Ｄ 

 
 

 

フ
ァ
ミ
リ
ー
劇
場
Ｈ
Ｄ 

 
Ｔ
Ａ
Ｋ
Ａ
Ｒ
Ａ
Ｚ
Ｕ
Ｋ
Ａ
 

 
Ｓ
Ｋ
Ｙ
 
Ｓ
Ｔ
Ａ
Ｇ
Ｅ
 

ビーエス 
ＦＯＸ 

AXNエンタ
テインメント インタラクティーヴィ 

シーエス・ 

ワンテン 

ス
カ
チ
ャ
ン 

０ 

ス
カ
チ
ャ
ン 

１ 

ス
カ
チ
ャ
ン 

２ 

ス
カ
チ
ャ
ン 

３ 

ナ
シ
ョ
ナ
ル
ジ
オ
グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク

チ
ャ
ン
ネ
ル 

Ａ
Ｘ
Ｎ 

ア
ニ
メ
シ
ア
タ
ー
Ｘ 

（
Ａ
Ｔ-

Ｘ
） 

チ
ャ
ン
ネ
ル
銀
河 

歴
史
ド
ラ
マ
・ 

サ
ス
ペ
ン
ス
・
日
本
の
う
た 

Ｂ
Ｂ
Ｃ
ワ
ー
ル
ド 

ニ 

ュ
ー
ス 

【HD】 【HD】 【HD】  【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 

(16) (16) (8) (8)  (16)     （16） （16）     （16） （16） （16） (12) (6) (6) (10) (8) (6) 

ND18 (12.611GHz) ND20 (12.651GHz) ND22 (12.691GHz) ND24 (12.731GHz) 
インタラクティーヴィ サテライト・サービス 

 
スカパー・エンターテイメント 

 
シー・ティ・ビー・エス シーエス日本 

ゴ
ル
フ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
Ｈ
Ｄ 

女
性
チ
ャ
ン
ネ
ル
♪ 

Ｌ
ａ
Ｌ
ａ 

Ｔ
Ｖ
（
Ｈ
Ｄ
） 

ム
ー
ビ
ー
プ
ラ
ス
Ｈ
Ｄ 

フ
ジ
テ
レ
ビ
Ｏ
Ｎ
Ｅ 

ス
ポ
ー
ツ
・バ
ラ
エ
テ
ィ 

フ
ジ
テ
レ
ビ
Ｔ
Ｗ
Ｏ 

ド
ラ
マ
・ア
ニ
メ 

フ
ジ
テ
レ
ビ
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｔ 

ラ
イ
ブ
・プ
レ
ミ
ア
ム 

Ｆ
Ｏ
Ｘ 

ス
ペ
ー
ス
シ
ャ
ワ
ー
Ｔ
Ｖ 

        

カ
ー
ト
ゥ
ー
ン 

    

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

Ｑ
Ｖ
Ｃ
（キ
ュー
・ヴ
ィ
ー
・シ
ー
） 

Ｔ
Ｂ
Ｓ
チ
ャ
ン
ネ
ル
２ 

Ｔ
Ｂ
Ｓ
ニ
ュ
ー
ス
バ
ー
ド 

日
テ
レ
Ｇ
＋  

Ｈ
Ｄ 

Ｆ
Ｏ
Ｘ
ム
ー
ビ
ー 

プ
レ
ミ
ア
ム 

旅
チ
ャ
ン
ネ
ル 

１
０
０
％
ヒ
ッ
ツ
！ 

ス
ペ
ー
ス
シ
ャ
ワ
ー
Ｔ
Ｖ
プ
ラ
ス 

日
テ
レ
プ
ラ
ス 

【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 【HD】 

(16) (16) (16) (16) (16)         (16) (6) (6) (6) (14) (10) (6) (16) (6) (6) (6) (14) 

(

ス
ロ
ッ
ト
数) 

(

ス
ロ
ッ
ト
数) 

(

ス
ロ
ッ
ト
数) 
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ロードマップ上の取扱い ① 試験放送 ② 実用放送 

＊「法」：放送法、「規則」：放送法施行規則 

法
令
上
の
取
扱
い 

衛星基幹放送 
 

ハード 
衛星基幹放送試験局 
（電波法施行規則 

4条1項20-12） 

実用化試験局 
（電波法施行規則 

4条1項20-23） 

衛星基幹放送局 
（電波法施行規則 

4条1項20-11） 

ソフト 

衛星試験放送（規則60条、別表5号）   

認定基幹放送事業者（法2条21号）の衛星基幹放送事業者（規則2条2号） 
 

衛星一般放送 
 

ハード 電気通信事業者 

ソフト 
適用除外「試験研究」 
（法176条、 
 規則214条1項2号） 

登録一般放送事業者（法129条1項）のうち、 
衛星一般放送（規則2条3号）を行う事業者 

有線一般放送 ソフト 
適用除外「試験研究」 
（法176条、 
 規則214条1項2号） 

登録一般放送事業者（法129条1項）のうち、 
有線一般放送（規則2条4号）を行う事業者 

BS 
110度CS 

124/128度CS等 

【参考】ロードマップ上の「放送」の区分 
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基幹放送普及計画の一部を変更する告示案等について 
（基幹放送用周波数使用計画関係） 

諮問第８号説明資料 

1
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基幹放送用周波数使用計画の改正(案)概要 

ＢＳ左旋・１１０度ＣＳ左旋による４Ｋ・８Ｋ放送を可能とするため、基幹放送普及計画の改正にあわせ、「基幹放
送用周波数使用計画」を改正し、下記のとおりのチャンネルの使用を可能とする。 

基幹放送用周波数使用計画（告示） 

○ ＢＳ左旋 
• １１の左旋チャンネルのうち、３つのチャンネル(8, 12, 14)を当初のチャンネルとして選定。 

 
○ １１０度ＣＳ左旋 
• １３の左旋チャンネルのうち、５つのチャンネル(ND9, ND11, ND19, ND21, ND23)を当

初のチャンネルとして選定。 

基幹放送用周波数使用計画…基幹放送局に使用させることのできる周波数及びその周波数の使用に関

し必要な事項を定める計画（電波法§７Ⅱ②）。基幹放送普及計画に定める放送系の数の目標の達
成に資することとなるように、基幹放送用割当可能周波数の範囲内で、混信の防止その他電波の
公平かつ能率的な利用を確保するために必要な事項を勘案して定める（電波法§７Ⅲ）。 

今回追加するチャンネルについて、「○、○又は○の周波数を使用する場合であって、当該周波数に係る
中間周波数により有害な混信等が発生したときは、特別の措置を講ずることができる。」旨の注を記載す
る。 

1
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BS・CSの周波数配置 

BS CS 

2   4   6   8  10  12 14 16 18 20 22  ND25  1   3   5   7    9  11  13  15  17 19  21  23  

周波数（GHz） 

2   4   6    8   10  12  14  16 18  20  22  24  1   3   5   7   9  11 13 15 17 19 21 23  

 12GHz帯衛星放送サービスの周波数配置 

11.71023 

11.72941 12.72825 

12.74825 

右旋 

左旋 

LNB：Low Noise Block Converter  IF（アンテナのLNB出力） 
BS右旋 CS右旋 

1   3   5   7   9  11 13  15 17 19 21 23 2   4   6    8  10  12 14  16 18  20  22  24  

LO=10.678GHz 
（現行と同様） 

1032.23 2070.25 

右旋IF 

左旋IF 

BS左旋 CS左旋 

2   4   6   8  10 12  14 16 18 20 22  ND25  1   3   5    7   9  11  13  15 17  19  21 23  

LO=9.505GHz 
（新規） 

2224.41 3223.25 
周波数（MHz） 

１本の同軸ケーブルで右旋・左旋を同時に宅内配信できるよう、右旋IFの上側に左旋IFを配置 

偏波分離、ブロックコンバート 

BS：中心周波数間隔 38.86MHz、帯域幅34.5MHz 
CS：中心周波数間隔 40MHz、帯域幅34.5MHz 

ND26 

ND26 

1
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BS・CS左旋の中間周波数(IF)と周波数利用状況 

2.22GHz～3.22GHzを使う無線業務との間の混信（与干渉、被干渉）に留意し、網掛けのチャンネルを選定 

BS左旋 
2   4   6   8  10 12  14 16 18 20 22   

2
2
2
4
.4

1 

2
6
4
2
.5

1 

周波数 
（MHz） 

左旋IF 
（同軸ケーブル内の周波数） 

周波数 
利用状況 

2
6
4
5
 

2
5
4
5
 

2
2
0
0
 

電気通信 
小電力データ 

 

2
4
0
0
 

2
5
0
0
 

電気 
通信 

衛星通信 FPU 

ISM 

アマ
チュア 

衛星 
通信 

2
3
0
0
 

2
3
3
0
 

2
3
7
0
 

1   3   5    7   9  11  13  15 17  19  21 23  

3
2
2
3
.2

5 

周波数 
利用状況 

空港監視レーダー 

2
9
0
0
 

2
7
0
0
 

船舶 
レーダー 

3
0
0
0
 

3
1
0
0
 

2
7
0
8
.7

5 

ND25 
CS左旋 

周波数 
（MHz） 

周波数 
（MHz） 

周波数 
（MHz） 

公
共
業
務 

公
共
業
務 

公共業務 

左旋IF 
（同軸ケーブル内の周波数） 
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（ご参考）受信設備からの電波漏洩の形態 

①直付け型ブースタ 

②直付け型の分配器や混合器 ③手ひねり接続 
（同軸ケーブルの心線、 
編組線をひねって接続 
したもの） 

④コネクタに緩み ⑤同軸ケーブルが粗悪 

屋内４分配器 

テレビ端子 

混信 

混信 

1.5GHz帯での例 
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（関係法令） 

 

○ 放送法（昭和二十五年法律第百三十二号） 

（基幹放送普及計画） 

第九十一条 総務大臣は、基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るため、基幹放送

普及計画を定め、これに基づき必要な措置を講ずるものとする。 

２ 基幹放送普及計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 基幹放送を国民に最大限に普及させるための指針、基幹放送をすることができる機

会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、基幹放送による表現の自由がで

きるだけ多くの者によつて享有されるようにするための指針その他基幹放送の計画的

な普及及び健全な発達を図るための基本的事項 

二 協会の放送、学園の放送又はその他の放送の区分、国内放送、国際放送、中継国際

放送、協会国際衛星放送又は内外放送の区分、中波放送、超短波放送、テレビジョン

放送その他の放送の種類による区分その他の総務省令で定める基幹放送の区分ごとの

同一の放送番組の放送を同時に受信できることが相当と認められる一定の区域（以下

「放送対象地域」という。） 

三 放送対象地域ごとの放送系（同一の放送番組の放送を同時に行うことのできる基幹

放送局の総体をいう。以下この号において同じ。）の数（衛星基幹放送及び移動受信

用地上基幹放送に係る放送対象地域にあつては、放送系により放送をすることのでき

る放送番組の数）の目標 

３ 基幹放送普及計画は、第二十条第一項、第二項第一号及び第五項に規定する事項、電

波法第五条第四項 の基幹放送用割当可能周波数、放送に関する技術の発達及び需要の動

向、地域の自然的経済的社会的文化的諸事情その他の事情を勘案して定める。 

４ 総務大臣は、前項の事情の変動により必要があると認めるときは、基幹放送普及計画

を変更することができる。 

５ 総務大臣は、基幹放送普及計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公示

しなければならない。 

 

 

○ 電波法（昭和二十五年五月二日法律第百三十一号）抜粋 

（申請の審査） 

第七条 （略） 

２ （略） 

３ 基幹放送用周波数使用計画は、放送法第九十一条第一項 の基幹放送普及計画に定める

同条第二項第三号 の放送系の数の目標（次項において「放送系の数の目標」という。）

の達成に資することとなるように、基幹放送用割当可能周波数の範囲内で、混信の防止

その他電波の公平かつ能率的な利用を確保するために必要な事項を勘案して定めるもの
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とする。 

４ 総務大臣は、放送系の数の目標、基幹放送用割当可能周波数及び前項に規定する混信

の防止その他電波の公平かつ能率的な利用を確保するために必要な事項の変更により必

要があると認めるときは、基幹放送用周波数使用計画を変更することができる。 

５ 総務大臣は、基幹放送用周波数使用計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公示しなければならない。 

６ （略） 
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意見募集の経緯等 

１．意見募集期間  

  平成２８年１月３０日～平成２８年２月２９日 

２．意見提出者 

合計： ２３者 

  ・ ＮＨＫ 

  ・ 次世代放送推進フォーラム 

  ・ 日本民間放送連盟 

  ・ 衛星放送協会 

  ・ 日本ケーブルテレビ連盟     

  ・ 地上放送事業者等 ９者 （朝日放送、TBSテレビ、テレビ朝日、テレビ東京、日本テレビ放送網、フジテレビジョン、 

                        フジ・メディア・ホールディングス、毎日放送、讀賣テレビ放送） 

  ・ 衛星放送事業者 ３者 （シー・ティ・ビー・エス、ビーエスフジ、WOWOW） 

  ・ ケーブルテレビ事業者 １者 （ジュピターテレコム） 

 ・ 基幹放送局提供事業者 ２者 （スカパーＪＳＡＴ、放送衛星システム） 

 ・ 電気通信事業者 ３者 （ソフトバンク、 UQコミュニケーションズ、 Wireless City Planning） 

○ 諮問する告示案については、本年１月３０日～２月２９日に意見募集を実施。 

○ 意見募集の概要 

2
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意見募集結果／主な意見及び総務省の考え方① 

主な意見（要約） 総務省の考え方（要約） 

基幹放送普
及計画につ
いて 

・ 衛星基幹放送において超高精細度テレビジョン放送の実用放送を実現可能にするための妥当な制度整備で

あると考える。 

【ＮＨＫ】【次世代放送推進フォーラム】【日本民間放送連盟】【衛星放送協会】【日本ケーブルテレビ連盟】 

【地上放送事業者等（９者）】【衛星放送事業者（３者）】【ケーブルテレビ事業者】【基幹放送局提供事業者（２者）】 

賛成意見として承る。 

・ ＮＨＫに関し、「ＢＳ放送で４Ｋ１番組および８Ｋ１番組を行うこと」、「ＢＳ左旋の受信環境の整備に配慮するこ

と」とされたことは、基幹放送における公共放送の先導的役割の観点から適切。ただし、「左旋における４Ｋ・８

Ｋ放送が普及した段階で、ＮＨＫのＢＳ放送の保有チャンネル数を見直す」旨が規定されたとおり、適切な時期

に、保有チャンネル数の削減について十分な検討が行われるべき。 

【日本民間放送連盟】【地上放送事業者等（５者）】 

今後の参考意見として承る。 

・ 実用放送開始にあたっては、民間事業者が多様な形態で参入可能となるよう、関係事業者の意見を十分に

汲み上げ、制度整備が行なわれることを要望。 

【日本民間放送連盟】【地上放送事業者等（５者）】 

今後の参考意見として承る。 

・ 実用放送の具体的な放送開始時期は、４Ｋ・８Ｋ受信機の動向等を踏まえて、事業者が柔軟に判断できるよ

うにすべき。                    

【日本民間放送連盟】【地上放送事業者等（７者）】【衛星放送事業者】 

今後の参考意見として承る。 

・ 実用放送の認定に当たっては、４Ｋ・８Ｋ放送の早期普及の観点を優先して認定を行うべき。 

【地上放送事業者等】 今後の参考意見として承る。 

・ 超高精細度テレビジョン放送の普及のためには、地上波における議論も重要な課題となるため、地上放送事

業者の意見を広く吸い上げることが必要。 

【日本民間放送連盟】【衛星放送協会】【地上放送事業者等（４者）】 

今後の参考意見として承る。 

・ 「４K・８K推進のためのロードマップ（2015）」において示された目標を実現するためには、既存受信者に対す

る保護のための支援や受信機の普及など様々な国の支援が不可欠。 

【次世代放送推進フォーラム】【地上放送事業者等（６者）】【衛星放送事業者】【基幹放送局提供事業者】 

今後の参考意見として承る。 

・ 左旋の受信環境の整備等について、国による支援を要望。 

【NHK】【衛星放送協会】【衛星放送事業者】 
今後の参考意見として承る。 

・ 多くのケーブル事業者が早期に４Ｋ／８Ｋ再放送を実施できるよう、放送事業者の協力とともに、制度および

設備整備について国の支援を期待。 

・ ケーブルテレビによる４Ｋ・８Ｋ放送への取組に対し、協力、配慮を要望。 

【日本ケーブルテレビ連盟】【ケーブルテレビ事業者】 

今後の参考意見として承る。 
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意見募集結果／主な意見及び総務省の考え方② 

主な意見（要約） 総務省の考え方（要約） 

基幹放送普
及計画につ
いて 

・ ＢＳ右旋の帯域再編を行う場合には、受信機の正常動作の確認を含め、現在の衛星放送を

視聴している視聴者の保護を最優先に検討すべき。 

【NHK】 

今後の参考意見として承る。 

・ 将来、放送系における放送番組の数の目標が見直される場合においては、新たな帯域にお

けるHEVCでの2K放送や4K-2Kマルチ放送など幅広い可能性を排除せず、その時々の状況/

ニーズに応じて、柔軟に対応することを要望。 

【基幹放送局提供事業者】 

今後の参考意見として承る。 

・ 今後、4K・8Kを普及させるため受信環境の整備を進めていくにあたっては、中間周波数によ

る既存無線局への有害な混信の防止にも併せて取り組むことを要望する。 

【電気通信事業者（３者）】 

今後の参考意見として承る。 

基幹放送用
周波数使用
計画ついて 

・ BWAの周波数と重複する18、20、22チャンネルを、今後、基幹放送用周波数使用計画に追加

するにあたっては、中間周波数からの妨害波や既存無線局との混信の実態調査、試験電波に

よるBWA無線局への影響調査等を十分実施した上で対応するよう要望。 

【電気通信事業者（３者）】 

ご指摘を踏まえて、今後BWA帯域と中間
周波数が重複する18, 20および22チャンネ
ルを当該使用計画に追加する場合は、試
験電波の発射等により影響確認等を行っ
た上で進めるとともに、中間周波数の漏洩
を抑制するためのガイドライン等の作成及
び周知広報を行うこととする。 

・ 「当該周波数に係る中間周波数により有害な混信等が発生したときは、特別の措置を講ずる

ことができる。」とあるが、この「特別の措置」の具体的対処方法について教示願いたい。 

【電気通信事業者(３者)】 

基幹放送用周波数使用計画第６における
「特別の措置」については、他の技術的手
段では他の無線局の運用を阻害するよう
な混信等を回避することができない場合に
は、チャンネルの変更措置や有害な混信
を起こさないレベルへの空中線電力の低
下措置を含む、あらゆる技術的措置を検
討することを想定。 

・ ＢＳ放送で使用する左旋周波数として３周波数が追加されているが、ロードマップに示されて

いる「２０２０年の目指す姿」どおりの多彩で豊かな４Ｋ・８Ｋ放送を実現するためには、左旋周

波数の最大限の活用が必要不可欠。そのための行政および関係者による環境整備の推進と

併せて、使用する左旋周波数の拡大についても、引き続き検討することを要望。 

【基幹放送局提供事業者】 

左旋周波数の使用拡大については、中間
周波数が重複するシステムとの共用の調
査を行い、試験電波の発射等により影響
確認等を行った上で進めることとする。 

（参考） その他今回の制度整備案の内容に関する意見以外の意見として、「４K・８K試験放送に対する国の支援」、「ＣＳ右旋高画質化の早急な制度整備」、
「NHKの適切な受信料のあり方」、「衛星基幹放送事業者が主体となりうる認定放送持株会社制度の整備」等に関する要望が提出された。 

2
4



                                     資料３  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２８年３月２３日 

 

 

 

周波数割当計画の一部を変更する告示案について 

（平成２８年３月２３日 諮問第９号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （渡邊課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波政策課 

                         （星野周波数調整官、西森係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８７５ 
 



1 
 

諮問第９号説明資料 

 

周波数割当計画の一部を変更する告示案について 

 

 

１ 諮問の概要  
 

総務省では、4K・8Kロードマップに関するフォローアップ会合（座長：伊東 晋東

京理科大学理工学部教授）において、2015 年 7月に第二次中間報告を公表し、4K・8K

推進のためのロードマップ（2015）を策定した。このロードマップでは、現在右旋円

偏波で放送している BS放送について、2018年に左旋円偏波により 4K及び 8K※の実用

放送を開始することとしている。 

今般、このロードマップを踏まえて、従来使用している右旋円偏波に加え、左旋円

偏波による BS放送を実施するために周波数割当計画を変更するものである。 

 

※：現行ハイビジョン（2K、解像度は約 200 万画素）を超える画質の映像の規格で、4K は約

800 万画素、8Kは約 3,300万画素の解像度を持つ。 

 

 
２ 改正概要  
 

放送衛星業務に分配されている 11.7-12.2GHz 及び固定衛星(地球から宇宙)業務に

分配され、衛星基幹放送局のフィーダーリンク用に使用している 17.3-17.82GHzの周

波数に関し、別表１－２に規定する放送衛星業務の周波数表に左旋円偏波のチャネル

番号及び割当周波数を追加する。 

また、併せて、これまで一部のチャンネルのみに付されている国際調整に関する注

記について、他のチャンネルと整合を図るために削除する。 

 
 
 
３ 施行期日  
 

答申受領後、速やかに周波数割当計画を変更する。 
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                                     資料４  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２８年３月２３日 

 

 

 

99MHzを超え108MHz以下の周波数を使用する 
移動受信用地上基幹放送の業務の認定について 

（平成28年3月23日 諮問第10号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （渡邊課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局地上放送課 

                         （藤原課長補佐、高橋主査） 

                         電話：０３－５２５３－５７３７ 
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諮問第 10号説明資料 

 

99MHzを超え 108MHz 以下の周波数を使用する 

移動受信用地上基幹放送の業務の認定について 

～東海・北陸広域圏～ 
 

１ これまでの経緯 

平成 25年 12 月に、地上テレビジョン放送のデジタル化に伴い利用可能となった

周波数帯の一部（99MHz～108MHz）を使用し、地方ブロックを放送対象地域とした

移動受信用地上基幹放送（以下「V-Low マルチメディア放送」という。）に関する

制度整備を行った。 

平成 26 年７月には V-Low マルチメディア放送の特定基地局に係る株式会社 VIP

の開設計画を認定し、平成 27 年 11 月には九州・沖縄広域圏において、平成 27 年

12 月には関東・甲信越広域圏において、平成 28 年２月には近畿広域圏において、

それぞれ移動受信用地上基幹放送の業務の認定を行った。これらの広域圏において

は、平成 28年３月からサービスが開始されているところである。 

東海・北陸広域圏においては、平成 28 年２月に親局予備免許を交付し、業務認

定について、同年１月 21日から同年２月 22日まで申請を受け付けたところ、中日

本マルチメディア放送株式会社から、合計６セグメント（Channel-Lo（３セグメン

ト）及び Channel-V（３セグメント））の申請があった。 

 

２ 申請概要 

別紙１のとおり。 

 

３ 審査の概要 

中日本マルチメディア放送株式会社のV-Lowマルチメディア放送の業務について、

全ての申請は、 

①放送法（昭和 25 年法律第 132号）第 93条第１項 

②基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基

準の特例に関する省令（平成 27 年総務省令第 26 号）第８条 

③基幹放送普及計画（昭和 63年郵政省告示第 660号）第２ 

④放送法関係審査基準（平成 23 年総務省訓令第 30号）第 10条の３及び別紙２ 

の各規定に適合するものであり、申請のとおり認定を行うことが適当であると認め

られる。 

なお、いずれの申請においても、希望する周波数に関する優先順位の設定はなか

ったことから、放送法第 94 条第１項の規定に基づく３セグメント形式の OFDMフレ

ームの中央の周波数の指定については、Channel-Lo を 100MHz、Channel-V を

101.285714MHz とする（別紙２参照）。 

（注）Channel-Lo及び Channel-Vは、申請者による呼称である。 
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別紙１ 

 

 

申請概要 

 

放送対象地域 東海・北陸広域圏 

申請者名 中日本マルチメディア放送株式会社 

代表者名 代表取締役社長  本多 立太郎（ほんだ りゅうたろう） 

会社設立 平成 21年 10月 20 日 

資本金 4.2億円 

主要株主（※） 
BIC株式会社、株式会社エフエム愛知 

株式会社ジャパンエフエムネットワーク、静岡エフエム放送株式会社 

 Channel-Lo Channel-V 

使用する OFDMフ

レーム及びセグメ

ント数 

３セグメント形式の OFDMフレーム 

３セグメント 

３セグメント形式の OFDMフレーム 

３セグメント 

番組数 ３番組 ５番組（うち１番組は左と重複） 

番組名 

（仮称） 

「TS ONE」 

「i-dio Creators Ch.」 

「TRAN-J チャンネル」 

「アマネク・チャンネル」 

「i-dio Selection（classic）」 

「i-dio Selection（jazz）」 

「i-dio Selection（Masterpiece）」 

「TRAN-J チャンネル」 

有料放送の有無 無 無 

 

※：主要株主は、議決権の比率が１０％未満のものについては、掲載を省略。 
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別紙２ 

 

地方ブロック向け V-Lowマルチメディア放送におけるセグメント利用のイメージ 

○ 99MHzを超え 108MHz以下の周波数帯のうち、東海・北陸広域圏において使用できる周波数は、99MHzを超え 103.5MHz以下として

いる。 

○ V-Lowマルチメディア放送のソフト事業者の募集に当たっては、三の３セグメント形式の OFDMフレームを設定している。 

○ 一のソフト事業者が申請できるセグメント数は、一の放送対象地域において、最大で６セグメントとしている。 

 

 

 

 

 

北海道 未募集

東北 未募集

関東・甲信越

東海・北陸

近畿

中国・四国 未募集

九州・沖縄

１セグメント ３セグメント形式のOFDMフレーム

【認定済】大阪マルチメディア放送（株）

Channel-Lo Channel-V 空き

Channel-Lo Channel-V 空き

Channel-Lo Channel-V 空き

【認定済】九州・沖縄マルチメディア放送（株）

【認定済】東京マルチメディア放送（株）

Channel-Lo Channel-V 空き
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参考 

 

中日本マルチメディア放送（株）の放送番組の主な内容 

 Channel-Lo Channel-V 

リアルタイム型放送番組 

音楽、エンターテインメント、ドラマ、バラエティ、

スポーツ、文化教養、教育、ニュース、天気、交通

情報、安心・安全情報、簡易動画（ショートムービ

ー、アニメ等）、番組連動情報（楽曲名、アーティ

スト名、ライブテキスト等） 

音楽、エンターテインメント、ドラマ、バラエティ、

スポーツ、文化教養、教育、ニュース、天気、交通

情報、安心・安全情報、ＴＴＳ（Text to Speech）

用データ（地域交通情報、ドライブ情報、地域情報

等） 

蓄積型放送番組 

音楽配信データ、ゲーム配信データ、クーポン・電

子チラシデータ、制御用データ、デジタルサイネー

ジ用データ、安心・安全情報等 

リアルタイム型放送番組と連動するデータ放送（テ

キスト・画像・映像・リンク情報等）、交通情報、

安心・安全情報、デジタルサイネージ用データ、テ

レマティクス情報、駐車場満空情報データ 
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電波監理審議会会長会見用資料                  
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認定放送持株会社の認定について 

（平成２８年３月２３日 諮問第１１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （渡邊課長補佐、太田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局地上放送課 

                         （石丸課長補佐、小川係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７９３ 
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諮問第１１号説明資料 

 

 

認定放送持株会社の認定について 

 

１ 経緯 

ＲＫＢ毎日放送㈱から、経営の効率化等を図るため、認定放送持株会社への移行に係

る認定申請があった。 

審査の結果、いずれも関係法令に適合していると認められるので、認定放送持株会社

の認定を行うことについて諮問する。 

 

２ 申請の概要 

（１）申請対象会社 

 ・名称：ＲＫＢ毎日放送㈱ 

  （平成28年４月１日付けで「㈱ＲＫＢ毎日ホールディングス」に商号変更予定） 

  代表者：代表取締役社長 井上 良次 

 ・資本金：5.6億円 

 ・主たる出資者（議決権比率）： 

 ㈱毎日放送（9.09％）、㈱毎日新聞社（8.69％）、㈱麻生（7.14％）、 

 ㈱東京放送ホールディングス（4.70%）、㈱福岡銀行（4.68%） 

（２）子会社となる基幹放送事業者の名称： 

ＲＫＢ毎日放送㈱（地上基幹放送事業者：テレビ・ラジオ（ＡＭ）） 

（３）関係会社となる基幹放送事業者の名称： 

㈱エフエム諫早 （地上基幹放送事業者：コミュニティ放送） 

  

３ 審査の概要 

  以下の審査項目について、いずれも適合している。 

・申請対象会社が株式会社であること（放送法第159条第２項第１号） 

・申請対象会社が基幹放送事業者でないこと（同第２号） 

・申請対象会社の子会社である基幹放送事業者及びこれに準ずる者の株式の取得価

額等の合計額の当該申請対象会社の総資産の額に対する割合が、常時、50％を超

えることが確実であると見込まれること（同第３号） 

・申請対象会社及びその子会社の収支の見込みが良好であること（同第４号） 

・欠格事由に該当しないこと（同第５号） 

 
 （参考資料） 

     「ＲＫＢ毎日放送㈱の認定放送持株会社移行に係るイメージ図」 



ＲＫＢ毎日放送㈱の認定放送持株会社移行のイメージ図 
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ＲＫＢ毎日放送 
（地上テレビ・ＡＭラジオ） 

＜現  状＞ 

エフエム諫早 

ＲＫＢ毎日ホールディングス 
（持株会社） 

ＲＫＢ毎日分割 
準備株式会社 

ＲＫＢ毎日放送 
（地上テレビ・AMラジオ） 

エフエム諫早 

コミュニティ放送（ＦＭ）） 

商号変更 

H28.4.1予定 

コミュニティ放送（ＦＭ）） 

商号変更 

H28.4.1予定 

100％の 
議決権保有 

（北部九州地域の地域情報発信等で連携） 

放送法上の関係会社 

子会社 

関係会社 

100％の 
議決権保有 

12.6％の 
議決権保有 

12.6％の 
議決権保有 

＜認定放送持株会社移行後＞ 
H28.4.1（予定）～ 

地上テレビ・ラジオ
の免許承継 

（参考資料） 

グループ管理事業、 
不動産関連事業 

上記を除く一切の
事業 

（分割） 
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